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＜これまでの経緯＞

・ 平成28年4月22日、生命倫理専門調査会が「ヒト受精胚へのゲノム編集技術を用い

る研究について」の中間とりまとめ案を発表

・ 同日、４学会（日本遺伝子細胞治療学会、日本人類遺伝学会、日本産科婦人科学会、

日本生殖医学会）がヒトゲノム編集についての共同提言を発表

・ 第１００回生命倫理専門調査会（９月７日）において、実際の研究審査体制について

検討

・ 第１０1回生命倫理専門調査会（１０月２１日）において、学会から審査体制の提案が

行われた。内閣府／生命倫理専門調査会のとりまとめに基づき、実務を担う実働部

隊として、学会が合同で協力し審査等をおこなう仕組みを提案
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・ 海外での急速な研究進捗に鑑み、早急なゲノム編集研究の審査体制整備とその実

施が求められる。合同ゲノム編集研究委員会はその実務を担当し、わが国における

健全な基礎研究の推進に尽力したい。

・ 合同ゲノム編集研究委員会は、生命倫理専門調査会のとりまとめに基づき、学会が

案を具体化しようとするものである。学会が自主的に決定し、勝手に研究の審査を行

う組織ではない。

・ 全国的に認められた審査機関になるためには、内閣府や関連省庁（文部科学省、厚

生労働省など）からの正式な支援（お墨付き）を得ることが不可欠である。

・ ゲノム編集技術は、特殊な設備を必要とせず、簡単な技術でしかも安価に「試す」こと

ができる。そのため、学術研究機関以外の施設において、研究をバイパスし、「医療」

としてヒト受精卵に対して安易に実施されてしまう可能性がある。内閣府の守備範囲

が科学技術に限られており、医療までは及ばないとされているが、規制が全く存在し

ないわが国の現状は極めて危険である。臨床応用について、わが国として早急に規

制措置を講じる必要がある。このため、関連省庁との公式な連携が必要である。
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